様式第１号（第４条第１項関係）

事業実施計画書
〔産業成長事業〈生産性向上ステージ〉〕

１　実施主体の概要

	企業名
	

	代表者職・氏名
	

	住所
	

	業種
	

	資本金・出資金（千円）
	

	従業員数（代表者を除く）
	人
	（正規
	人
	非正規
	人
	）


２　計画の概要
	（１）計画名
	　〔類型：　生産性向上　・　働き方改革　〕

	
	

	（２）計画期間
	　　　　年　　月～　　　　年　　月
　※経営力向上計画の実施期間を記入すること

	（３）実施事項
	　※経営力強化計画の内容（６（３）具体的な実施事項）を転記



３　既存事業の概要
	（１）自社の事業概要

	
	

	（２）自社の商品・サービスが対象とする顧客・市場の動向、競合の動向

	
	

	（３）自社の経営状況　※直近３～５年間の売上・利益の推移など

	
	


４　経営課題（生産性向上（又は働き方改革）の取組が必要となる理由、背景）
	（１）生産性向上（又は働き方改革）に係る自社の状況

	
	

	（２）生産性向上（又は働き方改革）に向けて克服すべき課題

	
	


５　過去に利用した補助金等　※利用した制度が複数ある場合は、利用した制度毎に記載すること。
	補助金等の名称
	利用年度
	補助金交付額（円）
	成果・総括

	
	
	
	※制度利用し、経営にどの程度寄与したか、定量的成果も含めて記載すること。

	
	
	
	


６　経営力強化及び生産性向上（又は働き方改革）の取組の内容
	（１）生産性向上（又は働き方改革）に関する取組内容

	
	

	（２）事業実施体制（人員体制・資金・雇用・協力者との連携など）

	
	

	（３）その他計画を行う上での課題及び対策等

	
	※過去３年以内に鳥取県版経営革新計画又は産業成長事業の認定を受け取組んだ場合は、取組の検証結果を御記入下さい。

	（４）取組により期待される効果

	
	＜生産性向上の取組＞
　〇表や図、写真等により、取組部分の実施前と終了時が比較できるように記載してください（例：比較表、作業フロー図など）。

〇以下の数式により、取組部分の実施前と終了時における１人当たりの労働生産性又は１時間当たりの労働生産性を記入してください。
１人当たりの労働生産性・・・生産量（額）／労働者数
時間当たりの労働生産性・・・生産量（額）／（労働者数×労働時間）
・経営力向上計画の労働生産性（付加価値労働生産性）とは異なりますので、ご注意ください。
・数式は、事業活動全体の生産量や労働時間ではなく、生産性向上の取組を行う部分（作業や工程など）のみで算出してください。
＜働き方改革の取組＞

　　取組により、就労環境改善(雇用促進)が行われるかできる限り定量的に示し、その結果従業員や自社の経営にどのような効果が生ずるか記載してください。


７　経営計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	直近期末

(　年　月期)
	1年後

(　年　月期)
	2年後

(　年　月期)
	3年後

(　年　月期)
	計画終了後※1
(　年　月期)

	①売上高
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	

	③売上総利益

（①-②）
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	⑤営業利益（③-④）
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	

	⑦経常利益（⑤-⑥）
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	

	⑨減価償却費
	
	
	
	
	

	⑩付加価値額

（⑤+⑧+⑨）
	
	
	
	
	

	⑪従業員数
	
	
	
	
	

	
	うち正規雇用者の数
	
	
	
	
	


※計画終了後の欄は、産業成長事業〈生産性向上挑戦ステージ〉の計画終了後直近の決算期時点の目標数値を記載すること。（計画期間が3年の場合は、3年後の欄と同じ数値の記載となるため、空欄でも可。）
８　経営力強化及び生産性向上（働き方改革）の取組の実施項目、期間、資金計画　
※実施項目ごとに期間を「→」で表示すること
※計画期間が３年を超える場合は、適宜期間を延ばして記入すること
	 主な実施項目
	所要経費

（千円）
	１ 年 目
	２ 年 目
	３ 年 目

	
	
	前期
	後期
	前期
	後期
	前期
	後期

	（経営力強化支援事業）

　・

　・
　・
	
	
	
	
	
	
	

	（設備投資支援事業）

　・

　・
　・
	
	
	
	
	
	
	

	所要経費計
	
	→資金調達：自己資金（　　　　千円）、補助金（　　　　千円）、借入金（　　　　千円）、その他（　　　　千円）を予定


〔添付書類〕
（１）中小企業等経営強化法第19条第1項に定める経営力向上計画

（２）経営力向上計画の認定申請書の写し又は計画認定書の写し

（３）企業概要（パンフレット等でも可）
（４）定款

（５）直近１期の決算書
（６）購入又は借用する機械器具や設備（機械装置、工具器具、備品、システム）の製品概要
（カタログ、パンフレット等で可）
1

